
 

 

１．幼児教育・保育部会の協議事項について（報告） 

（１）幼児教育・保育部会の協議状況 

①第５回幼児教育・保育部会 準備会（８月６日） 

○こども園移行に伴う定員設定の考え方に関する論点整理について 

・今までの準備会での議論を踏まえ、保育園からこども園に移行する場合、幼稚園からこど

も園に移行する場合、それぞれについて定員設定の考え方、私保連、私幼協の考え方等の

論点整理を行った。 

 

○準備会申し合わせ事項（案）について 

・こども園移行に伴う定員設定の考え方については、令和５年度の子ども・子育て会議で基

本方針及び定員設定のルールが承認されているものの、これまでの準備会で議論されたこ

とを踏まえ、四日市市、私保連、私幼協の３者で、より具体的なこども園移行時のルール

や考え方について整理し、準備会で合意できるものを申し合わせ事項としてまとめていく

方向で協議を進めていくことを確認した。 

・次回準備会にて、両団体の中でまとめた意見を報告することとなった。 

 

○特別保育の公私役割分担の確認について 

・現状における公立保育園、私立保育園（こども園）の特別保育の実施状況及び、従来公私

間で分担してきた役割について確認を行った。 

・公立保育園の役割：特別支援保育の実施、人権推進保育の充実、子育て支援施策の実施 

・私立保育園の役割：特別保育（延長保育・休日保育・一時保育）の実施 

 

○第３期子ども・子育て支援事業計画における、教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」

について 

・第１期、第２期の教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」と、平成２７年度以降の、 

０～５歳の人口推移について情報を確認した。 

 

②第６回幼児教育・保育部会 準備会（８月２７日） 

○準備会申し合わせ事項（案）について 

・私保連から、連盟内で取りまとめた意見として、こども園移行時には、既存の利用定員を

超えない範囲内で定員設定を行い、準備会及び周辺園の了承を得ること、また、延長保育

を実施することなどのルール化を求める報告があった。 

・私幼協からは、両団体でお互いの事情を十分に理解できていないため、勉強会を設けるべ

き、また、法の定める以上に当事者独自の申し合わせ事項を決めていくことは、経営上自

らの手を縛ることになるため、反対であるという意見があったとの報告があった。 

・結果、準備会申し合わせ事項（案）の協議については、話が折り合わず保留となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３期子ども・子育て支援事業計画における、教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」

について 

・提供体制の確保の内容については、令和１１年度までの各園の利用定員（こども園への移

行に伴う定員の変化や、公立幼稚園の閉園による定員の減少等）をもとに数字を設定した。 

・提供体制の確保内容の考え方は、現状の分析、今後５年間の量の見込み、提供体制の確保

方策について、盛り込むキーワードを箇条書きで整理した。 

 

③第７回幼児教育・保育部会 準備会（９月２７日） 

○第３期子ども・子育て支援事業計画における、教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」

について 

・前回準備会で、箇条書きで示した確保方策の考え方について、文章で整理した。 

・確保方策について、人材確保に関する対策を具体的に書くべきではないかという意見が出

たことから、事務局で修正案を作成し両会長に諮ることで了承を得た。 

 

○保育幼稚園課からの報告事項について 

・羽津地区の人口シミュレーションについて 

⇒羽津文化幼稚園のこども園移行及び定員設定について、両団体の了承を得た。 

・大矢知、下野地区のこども園整備について 

⇒令和１２年度の新園舎開園に向け、境界画定、用地交渉等の準備を進めていることを

報告した。また、定員によって園の規模が決まるため、定員設定案が固まり次第、準

備会に諮る方針であることを説明した。 

 

○延長保育事業について 

・公定価格における延長保育事業の考え方として、少なくとも延長保育や乳児保育などの２ 

つ以上の事業を実施しないと給付費が減額調整されるため、幼保連携型認定こども園へ移 

行した場合には、自ずと実施することになることを説明した。 

・市の考え方として、私立園において２・３号の保育をする場合は、特別保育のうち延長保

育の実施を原則としている（私立幼稚園からの幼保連携型認定こども園への移行の場合は

少なくとも２年目以降に実施）ことを説明した。 

 

○その他 

・令和８年度、９年度にこども園に移行する園の意向調査をしていくことを説明した。 

 

④第２回幼児教育・保育部会（１１月１２日） 

  〇幼児教育・保育部会準備会の協議事項について 

  〇第３期子ども・子育て支援事業計画における、教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」 

について 

・準備会において協議した内容について確認した。 

資料２ 


